




The Increasing Presence of China in Laos Today: A Report on Fixed Point 
Observation of Local Newspapers from March 2007 to February 2009
FUJIMURA, Kazuhiro
The increasing Chinese presence in Southeast Asia has been a topic of much media 
coverage and scholarly interest over recent years. This is also the case of the Lao People’s 
Democratic Republic. China has been making itself felt more and more tangibly.
For example, high-level personal exchanges, including visits of the highest authorities of 
the central governments, are taking place frequently between the two countries. In 
addition, there are bilateral exchanges between the respective ruling parties and the 
military forces. 
But China’s most remarkable advance into Laos has been via its economic presence. 
Bilateral trade volume has leaped and China became the No.1 investor for Laos.
Bilateral relations are unfolding in a variety of other areas such as the social field and 
academic/cultural domains as well.
The Government of Laos officially welcomes China’s assistance and investment. 
However, there are complex feelings among the general public.
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─備忘録：現地報道の定点観測（2007 年 3月から 2009 年 2月まで）─
1．はじめに
2．これまでのラオスと中国との関係













2008 年 9 月 9 日、ラオスのヌーハック・プームサヴァン元国家主席が他界した。これに対し
て、多くの諸外国首脳が弔意表明のメッセージをラオスに対して寄せたが、それらの中で、現
地紙で第一に紹介されたのは胡錦濤中国国家主席からのお悔やみの言葉であった（2008 年 9 月

























ラオスと中国は 1961 年 4 月 25 日に外交関係を開設した。
1970 年代末から 1980 年代半ばまで、両国関係は「紆余曲折」１）を経ることになる。これは、
1977 年頃からのベトナムと（中国が支持する）カンボジアのクメール・ルージュとの敵対関係















2009 年 2 月時点で、両国はそれぞれの首都に大使館を有しているのに加えて、ラオスは中国
102 藤村　和広：今日のラオスに於ける中国の進出
国内で昆明と香港に領事館を有している。












ブアソーン・ブッパーヴァン首相（注・ラオス人民革命党序列第 7位）は、2007 年 8 月 22





2007 年にはブアソーン首相はまた、10 月 28 日から 30 日に、中国広西壮族自治区南寧で開
催された第四回中国 ASEAN博覧会（47 以上のラオス企業がこれに参加）に出席するために
中国を訪問した６）。
2008 年には 10 月にブアソーン首相は中国四川省の省都である成都にて開催された第 9回西




2007 年 4 月 28 日から 5月 3日にかけて、ソムサワート常任副首相は中国を訪問し、その際、





















2008 年 10 月に広西壮族自治区南寧にて開催された第 5回中国 ASEANビジネス投資サミット
に出席するために訪中した 13）。
（ロ）他方、中国側からもラオスにハイレベルでの要人来訪が行われている。
2007 年 12 月、楊潔チ　外交部長がラオスを訪問し、9日、チュンマリー国家主席、ブアソー
ン首相を表敬すると共に、トンルン副首相兼外相と中ラオス外相会談を行い両国間の協力につ
いて協議した 14）。
そして、2008 年 3 月末に、大メコン河流域地域首脳会議（GMSサミット）がラオスで開催
された際には、中国からは温家宝総理がこれに出席した。温家宝総理は、GMSサミットに先












2007 年 5 月、劉淇　中国共産党中央委員会政治局委員はラオスを訪問して、14 日、ソムバッ
ト・イヤリーフー　ラオス人民革命党中央委員会書記局員（注・ビエンチャン特別市党書記・
ラオス人民革命党序列第 13 位）と会談、両国政党間の関係強化で一致した 17）。
同年 9月 10 日、兪正声 中国共産党中央委員会政治局常務委員率いる中国共産党代表団が来
訪し、チュンマリー　ラオス人民革命党書記長（国家主席）を表敬訪問し、トンルン　ラオス
人民革命党中央委員会対外委員長（副首相兼外相）と会談した 18）。















ちなみに、2009 年 2 月、中国の全国人民代表大会からラオスの国民議会に対して、キャパシ
ティ・ビルディングの目的で 24 台のコンピューターと 10 台のデジタル・カメラ、合計 4万 4
千ドル相当の贈与が在ラオス中国大使館を通じて行われた 25）
逆にラオスからは、例えば、2007 年 8 月、トンルン副首相兼外相が、ラオス人民革命党政治
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局員として、中国共産党の招きで、ラオス人民革命党代表団を率いて中国を訪問した 26）｡
また、同年 10 月 30 日から 11 月 2 日まで雲南省で開催された国際観光交流会議に出席する






2007 年 3 月、ドゥアンチャイ・ピチット副首相兼国防大臣（注・ラオス人民革命党序列第 9位）
は、中国を訪問し、20 日には温家宝総理や曽剛川国防部長と会談した 29）｡












（ロ）2008 年 3 月に温家宝総理がラオスを公式訪問した際、Vientiane Times紙はラオスと
中国の二国間関係に関する特集記事を掲げた。それによれば、両国間の貿易額は 1998 年時点
ではわずか 247 百万キップ（約 28 百万ドル）であったが、近年は急増しており、2006 年には
2005 年に比して 70％の増で 2．1兆キップ（約 241 百万ドル）に達した。
貿易収支はラオスの大幅赤字である。即ち、2006年の中国からラオスへの輸入は約1．6兆キッ
プ（約 183 百万ドル）であり、前年比 63％増である。主な輸入品は、繊維製品、工業機器、建






2007 年までにおいて、284 事業で、11 億ドル、12 の分野に及んでいるとされる 33）。
この点に関して、鈴木基義氏の研究によれば、投資件数ベースでは中国は既に 2002/03 年度
から第 1位の座を占めており、また額でも 2000/01 年度、01/02 年度、02/03 年度、06/07 年度






2007 年 6 月、中国の水利水電建設集団公司の曾興亮　総経理助理はラオス計画投資委員会ト
ンミ ・ーポンヴィサイ副委員長との間で了解覚書に署名、ラオス政府は中国企業がサイヤブリー
県でのパクライ水力発電計画の為の調査を 30 ヶ月実施することを承認した。曾興亮　総経理
助理は、この計画は 1320MWの発電につながり、投資額は 1700 百万ドルと述べた 34）。
同年 8月、中国企業の大唐国際発電社は、代表団をラオスに送り 29 日にブアソーン首相を
表敬 35）、ウドムサイ県に水力発電用ダム建設のためのフィージビリティ・スタディ調査を行う
べく、ラオス政府と了解覚書に署名した 36）。同社は、12 月に安康総裁がブアソーン首相を表敬
し、学校建設のために約 20 万ドルを寄付している 37）。
同年 10 月 15 日には、中国の水利水電建設集団公司とラオス政府はポンサーリー県とルアン
パバーン県のナム・オウ水力発電プロジェクトの開発計画書に署名した 38）。
2008 年に入ると、1月には、中国とラオスはナムグム下流の水力発電計画に署名し、中国電
子進出口総公司は 18 ヶ月に亘り F／ S調査を行うこととなった 39）。
同年 4月には、ナムグム 5水力発電所の建設が開始された。これは中国の水利水電建設集団
公司とラオスの電力公社との共同プロジェクトで、120MWの国内向け発電能力が想定されて












2007 年 4 月 25 日 JETRO発行「南進する中国と ASEANへの影響」「第 9章　中国のラオス
進出」中 p208）。1994 年に建設されたバンビアン第一セメント工場については、2008 年 12 月、
ラオスの State Enterprise for Agriculture and Industry Development Export and Import と
中国の　Yuanjiang Yongfa Cement Companyは、6570 億キップ（77 百万ドル）を投資して、
この工場を拡張する合意文書に署名した 43）。また、2009 年 2 月に入ると、ラオス政府は中国企
業に対してウドムサイ県にて年間 20 万トンの算出高を見込むセメント工場建設を認可した 44）。
 
（c）次に重要なのは鉱業分野である。




同じ南部のアタプー県についても、中国とラオス他の合弁企業が 2008 年 9 月に計画投資省
との間で同県に於けるボーキサイト採掘と加工工場建設の為の合意文書に署名した。工場建設
は 3年間を要し、2011 年からボーキサイトの採掘が開始され、年間 50 万トンのアルミニウム
精練が見込まれている 46）。
他方、北部でも、2007 年 9 月、ラオスと中国の合弁企業は、2000 年以来操業を停止してい
たボーケーオ県におけるサファイア採掘の為の投資を再開することとなり、合意文書に署名を
したという動きがあった 47）。




2007 年 4 月に、中国の企業である雲南電力は、ウドムサイ県の 6つの郡に於いてキャッサバ
の栽培に約 3百万ドルの投資を行うことにつきラオス政府の認可を得て、30 日にラオス当局と
合意文書に署名した 49）。
キャッサバについては又、バイオディーゼル生産の為、2008 年 9 月、ラオスのダイナスティー
社と中国の中興通迅（ZTE　Corporation）の間で共同事業の為の合意文書が取り交わされた。
108 藤村　和広：今日のラオスに於ける中国の進出
ラオスの 4つの県で 10 万 haの土地にコンセッションが付与され、キャッサバの栽培とバイオ
ディーゼルの精製の為に 30 年間で 4億ドル強の投資が見込まれている 50）。
また、同年 12 月 19 日には Lao-Indochina Tapioca Factory 社はビエンチャンにて中国の 
Yichun Global Trading Companyに対してキャッサバ粉と乾燥キャッサバを売却する 5年契
約を結んだ。中国企業はこれをエタノールの生産に使用する由 51）。
次に、ゴムについては、2007 年 6 月 29 日付 Vientiane Times 紙は、ルアンナムター県にお
いてはゴム農園への投資がブームであり、それは殆ど中国人投資家によって行われている旨、
県の当局は、面積 5000haで 90 万ドル相当の投資を 3つのゴム農園に認可した旨、当局者によ
れば、過去半年の投資は 13．19 百万ドル増加であり、それはその前の半年の 4．5百万ドルの
投資額の約 3倍に達している旨、2010 年には同県は中国への輸出で 4500 億キップ（注・約 56
億円）の収益を上げるだけの 15000haの土地が整備されることになる旨、報じている 52）。
2008 年 1 月にも、中国企業がウドムサイ県でゴム栽培を一層拡大する旨 53）、また、中国の民
間企業がポンサーリー県のオウ河沿いのゴム植林に 300 億キップ（約 2．9 百万ドル）相当の
投資を実施することとなった 旨、報じられた 54）。



























国は低金利の借款供与により協力している。総額 57 百万ドルとされ、2007 年 10 月 12 日、ラ
オス公共事業省と中国民間企業代表との間で、ルアンパバーン空港の既存施設の改善や滑走路
の延長計画に署名がなされた。この整備が完成の暁にはエアバスやボーイングの大型機の離着
陸が可能になる 61）｡ ちなみに、航空関係では、ラオスは中国から 2006 年から 2008 年にかけて
4機のMA60 航空機（プロペラ機）を購入している 62）｡
また運輸関係では、2007 年 7 月、中国政府は、ラオス南部のチャムパーサック県の国道 13
号線南部をカンボジアの 7号線へ 6km延長する連結道路の建設を支援することに同意した。
建設費用は 2．5 百万ドルで、中国政府による無償資金協力がなされる 63）。また、中国は、ビ
エンチャンと北部諸県をつなぐ国道 13 号線北部についても、特に傷みのひどい 78kmについ
てアスファルト舗装と 5本の橋の改修を行うこととし、2009 年 1 月 20 日、ラオス側よりソム
サワート常任副首相、ソマート公共事業大臣、中国側より潘広学在ラオス中国大使の出席を得
て 3440 億キップ（注・約 27 億円）の寄贈式典が催された 64）。更に、鉄道について、ラオス政
府によるビエンチャン・ターケーク間の鉄道のフィージビリティ・スタディに対して、中国政
府は資金面、及び技術者を派遣してこれに協力をした 65）。
（g）次に観光分野が挙げられる。米紙The New York Timesが「2008年に行きたい場所（Places 













68 百万ドル規模の観光開発を行う為に、827haの土地使用許可を与えた（期間 50 年間、25 年
間の延長可能）。この企業はメコン河に浮かぶドンサイ島にカジノを中心にホテル、ゴルフ・コー
ス、ショッピングモール等の施設を 2011 年の完成予定にて建設中である 67）。
（ハ）こうした幅広い経済関係を総括する場として、ラオスと中国の両国政府間では、ハイ
レベルの合同委員会が設けられている。




 　　　（a）過去 10 年間で、中国はラオスに 60 案件の実施の為に 23 億元の資金援助を実施、
 　　　（b）同じく 9案件の為に 291 百万ドルの借款を供与、
 　　　（c）2006 年には貿易額は 220 百万ドル、中国の投資は 498 百万ドルを記録、
 　　　（d）中国は毎年 230 人の学生に奨学金を支給、
 　　　（e）中国はラオス公務員に研修を実施、




（イ）麻薬対策はラオスにとって重要な政策課題であるところ、2007 年 7 月 18 日、潘広学中
国大使からスバン・サリティラート大統領府付大臣（注・ラオス人民革命党序列第 33 位）に
対して、ウドムサイ県に麻薬リハビリ治療センター建設の為の 50 万ドル、同センターの為の
道路建設・電気システム設置などの為の 10 万ドルが渡された 69）。
（ロ）犯罪取り締まり分野でも両国の協力が伺われる。2007 年 12 月 18 日に両国は検察分野
での協力に関する了解覚書に署名した 70）。また 2008 年 1 月には両国間で出入国管理について
の協力に関する協議がルアンナムター県にて実施されている 71）。4 月には検察当局同士の協議
が行われ、技術協力と情報交換が進められることとなった 72）。




30 名を対象に研修を実施することとなり、2008 年からは毎年 15 名が招聘され研修を受けるこ
ととされた 73）。こうした労働組合の交流は地方レベルでも行われており、 2007 年 12 月には、
雲南省労働組合がルアンパバーンを来訪し、ルアンパバーンの労働組合と雲南省の労働組合は
将来への協力促進に合意した 74）。




（イ）2008 年 7 月 24 日の現地紙は、中国の江蘇省の蘇州大学がラオス校を開校すると大きく
報じた。学生数 1万人、キャンパスは 100ha、学位・修士・博士号を授与する由である 76）。同
大学は、7月 24 日と 8月 1日の現地紙の一面に、大々的に同大学の学生募集広告を掲げた。そ
して、同大学はラオスの学生 30 名に奨学金を給付し、9月には壮行会が開催された 77）。
更に、留学生については、2008 年、90 名のラオスの学生が中国から奨学金を得て 9月に留
学の途につく。その内訳は、24 名が修士コース、76 名が学士コースである 78）。
（ロ）また、中国は様々な協力を実施することによりラオスのメデイアに対する影響力を伸
ばしつつあるやに見受けられる。




そして 2008 年 3 月、ラオス国立テレビ局は中国の無償援助を得てチャンネル 3の放送の為
のスタジオ建設を開始、起工式が挙行された。中国はこのラオス国立テレビ局チャンネル 3の
為に 10．5 百万ドルを供与した 80）。5 月には両国間で北京五輪の放映も見据えたテレビ、ラジ
オの放送に関する協力について合意文書に署名がなされた 81）。なお、同年 3月、ラオス政府は




ビエンチャンにリレー局を設置したと述べた。CRIは午前 10 時から午後 10 時まで、ラオス語、
112 藤村　和広：今日のラオスに於ける中国の進出
中国語、英語の番組を放送している 83）。
なお、同年 10 月 13 － 16 日、中国の広西壮族自治区南寧にて第一回 ASEAN中国情報大臣
会議が開催され、ラオスからはムーンケオ・オーラブン情報文化大臣（注・ラオス人民革命党
序列第 24 位）が出席した 84）。
2009 年に入ると、2月、ボーセンカム・ボンダラ情報文化副大臣は、訪問先の香港にて、香
港をベースとする APT　Satellite　Company との間で、ラオスにテレビとラジオの電波を中
継する APSTAR－ V衛星のサービス使用を継続し二年間の延長契約に調印した 85）。
（b）次に、新聞については、2007 年 12 月、ラオスの KPL News紙と中国の人民日報は協




（イ）ラオスは地震がない国とされてきたが、2007 年 5 月 16 日、ラオス北部を震源とするマ
グニチュード 6の地震があり、国内の広い範囲で揺れが感じられた。これに先立ち、5月 3 日
には、ラオスと中国はルアンパバーン県とボーリカムサイ県に、ラオスでは初めての地震観測
所を 2カ所建設するべく準備中であると報じられていた 87）。
他方、2008 年 5 月の中国の四川大地震被害に関しては、同年 7月 4日、ラオス政府は、中国
側に対して 50 万ドル相当の救済支援を供与した。これは現金ではなく、1000 立方メートルの
木材を供与する形で行われた 88）。
2008 年 8 月、この年の雨季の降雨量が多さからメコン河の水位が上昇し全国各地で冠水被害
が出た。これに対して中国は、8月26日にはラオス政府に対して10万ドル相当の緊急支援を行っ
た 89）。この水害被害に対しては、2009年 2月には、中国の民間企業Xinghua Kaiyuan Groupも、
ラオス政府に対して、ポンサーリー、ルアンナムター、ボーケーオ、ウドムサイ、カムムアン、
サバンナケート諸県の被災農民たち向けに 42 万元相当の化学肥料を寄贈した 90）。
（ロ）また、感染症については、2008 年 1 月にラオス南部のセーコーン県でコレラが発生し
た際、中国の四川投資開発公司がセーコーン県のコレラ患者に対して 4億キップ（注・約 500
万円相当）の医薬品や医療機材などの寄付を首相府に対して行った 91）。










ラオス北部のポンサーリー県知事に対して開発のための支援金として 20 万ドルを寄付した 95）。
（ロ）また、ラオスの地方政府が、中国の投資を受け入れる動きも見られる。
例えば、2007 年 5 月、中国の Teryian Sipsongphanna社はウドムサイ県当局との間でパパ
イヤの栽培に約 3百万ドルを投資する合意文書に署名した 96）。
同年 7月、ウドムサイ県のナモール郡当局と中国経済植樹公司はユーカリ植林についての了
解覚書に署名した。同社は 90 万ドルの投資を実施、植林面積は 5千 ha、コンセッション期間
は 15 年間とされた 97）。








また同年 10 月には、北部ルアンナムター県当局が中国のNan Tian Her Lao Agriculture 
Promotion Companyに対して、ノニ（ハーブの一種）の見本植樹園を建設する許可を与える合
意文書に署名した。同社は 50億キップ（約 60万ドル）の投資を行うことが見込まれている 101）。
同年 12 月、雲南省の商工会議所はビエンチャンにその事務所を開設した。ラオスでビジネ
スをしている雲南省の 234 の企業のうち、74 社がその会員である 102）。


























としての動きは固より、チュンマリー国家主席の訪日（2008 年 6 月）、ブアソーン首相の訪日 





















４）2008 年 8 月 8 日付 Vientiane Times 紙。
５）2007 年 8 月 27 日付 KPL News紙 ｡
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